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技術の概要

技 術 概 要 書　（様式）

インフラDX 　 安全・防災　 　維持管理  　 環境　　コスト　　品質　 　　　（該当分類に〇を付記）

１．技術開発の背景及び契機

昨今、激甚化・頻発化する自然災害を背景に、災害・防災対応を行う自治体や民間企業において、自主的
な避難行動や被害最小化に繋がる情報を迅速に集約し、判断・行動することの重要性が増しています。一方
で、全国の自然災害に関するリスク情報や被害情報は、管理者・配信方法・情報入手先が異なり、加えて地
域で刻々と変化する被害様相が、情報収集と分析作業を複雑化させています。

２．技術の内容

2022年4月より「流域治水の推進に関する連携協定」に基づき防災プラットフォーム実証中（福島県いわき
市）

防災プラットフォームは、日本工営の持つ様々な解析・予測技術を用いたリスク情報と、防災に関連する多種多
様な情報をワンストップで提供するサービスです。今まで個別に存在していた複数の情報を一元的に画面上に
集約・表示し、防災対応を行うために必要な情報をリアルタイムで提供できます。雨量や河川・地形等のデータ
を基に、リアルタイムで解析した水位・流量・氾濫予測情報の提供が標準的な機能となります。衛星・SNS・セ
ンサーなどでの懸案箇所の浸水状態把握など、関連情報の追加や既存クラウドサービスとの連携など、ニーズに
応じたカスタマイズも可能で、災害対応のDX技術を保有する企業とも連携を行い、地域の安全・安心に繋がる
災害対応・避難行動・防災活動を支援します。

３．技術の効果

自治体においては、地域の被害実態や浸水リスク情報に基づく対応が可能となり、災害対策本部機能強化、
避難判断等の迅速性向上、職員の負担軽減などが期待できます。民間企業においては、事業継続計画に基
づく対応能力の向上や、エンドユーザーへの新たな付加価値の創出などが期待できます。

４．技術の適用範囲

防災プラットフォームを利用する場合は、インタネットの接続環境が必要です。WEBブラウザが閲覧可能な端末
で利用可能です（PC、タブレット、スマートフォン）。

５．活用実績
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６．写真・図・表


